農地転用許可申請（届出）の手順

	土地開発事前協議の
申込み
	→
	土地開発審査会
	→
	土地開発協議の終了
	→
	農地転用手続

	建築住宅課へ
（締切日）
土地開発審査会の
10日前
	
	（開催日）
毎月10日、20日、30日
	
	土地開発事前協議指示書の
交付
	
	●　市街化区域の場合
農地転用届出書を提出
（締切日：毎週金曜日）
※　受理通知書は翌週金曜日頃と
なります。
●　市街化調整区域
　　その他区域　　の場合
農地転用許可申請書を提出
（締切日：毎月10日頃）
（提出後、現地調査を実施
しますので、現地で案件の
説明をお願いします。
実施日は毎月18日頃です。）
※　許可証は翌月14日頃
となります。
（他法令の許可待ちがあると、
その許可日頃となります。）
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	開発許可が必要な場合
	→
	

	
	
	
	
	開発行為許可申請書を提出
	
	

	
	
	
	
	

	手取川七ヶ用水土地改良区
	→
	意見書の交付
	→
	

	農地転用申請の事前協議申出書、誓約書の提出
（ほとんどの場合、決済金等の納付が必要となります）
（手続き方法は改良区にお尋ねください）
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	松任、美川、鶴来土地改良区
	→
	
	
	

	農地転用等通知書等の提出
（ほとんどの場合、決済金等の納付が必要となります）
（手続き方法は各改良区にお尋ねください）
	
	
	
	


農地転用許可申請（届出）の際の
注意事項について

１　締切日
　　申請地により異なります。

　　●　市街化区域　　　　　　　　　毎週金曜日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（祝祭日の場合は直近の開庁日）
　　●　市街化調整区域、その他区域　毎月１０日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（土曜日の場合は直近の開庁日、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　日曜日祝祭日の場合は直後の開庁日）
２　申請（届出）書提出部数
　　申請地により異なります。

　　●　市街化区域　　　　　　　　　１部（押印不要）
　　●　市街化調整区域、その他区域　２部（押印不要）
　※　別途、添付書類（別添一覧表参照）が必要です。

３　住所は、○○丁目△△番地□□と正確に記入して下さい。

４　手取川七ヶ用水、松任、美川、鶴来の各土地改良区については、申請地について改良区の手続きが必要かどうかを直接ご確認いただき、必要な手続きを行ってください。

５　申請（届出）を行う前に、開発に関する建築住宅課との事前協議を行い、土地開発事前協議指示書の写しを添付して下さい。
６　申請する際には、開発許可申請が必要な案件の場合は、建築住宅課の受付印が押された開発行為許可申請書の写しが必要です。

７　申請の場合、1,000㎡以上の転用の場合は転用計画補足説明書が必要です。

８　申請の場合、残高証明書または融資証明書が必要です。

９　申請地に賃借権や使用貸借権が設定されている場合は、事前に解約届が必要です。

10　すべての書類が揃いましたら、「地区担当委員の意見」欄に地区担当委員の署名又は記名押印を受けて下さい。

農地転用許可申請添付書類一覧表

	添　付　書　類
	必要部数

	
	原本
	コピー

	位置図
	転用計画地の位置及び付近の状況を表示し、縮尺、方位を明示したもの
	
	２

	土地の登記事項証明書
	全部事項証明書で、登記官の公印があり、提出日から６ヶ月以内のもの
	１
	１

	公図写し
	転用計画地及び隣接地を表示したもの
	
	２

	住民票抄本
	申請者の現住所が登記の表示と相違する場合のみ
	１
	１

	転用計画補足説明書
	申請農地面積が1,000㎡以上の場合のみ
	１
	１

	農地転用図
	転用計画地に建物等や資材等の配置を表示し、断面を明示したもの
	
	２

	建物平面図
	転用計画地に建築する建物平面図
	
	２

	法人登記簿謄本
	法人の登記事項証明書及び定款又は寄附行為の写し
	１
	１

	所有者、耕作者同意書
	所有権以外の権限で申請する場合に、所有者や耕作者のもの
	１
	１

	資金証明書
	金融機関の残高証明書等及び融資証明書等
	１
	１

	許認可書写し
	他法令による許可、認可、届出、また、関係機関の議決等の申請書類の写し、又は許可書等の写し、並びに土地開発事前協議指示書の写し
	
	２

	用途廃止申請書写し
	転用計画地内に道路、水路等がある場合のみ
	
	２

	手取川七ヶ用水土地改良区意見書
	申請農地が土地改良区の地区内にある場合のみ
	１
	１

	松任、美川、鶴来土地改良区意見書
	申請農地が土地改良区の地区内にある場合のみ
	１
	１

	契約書写し
	権利の移転、又は設定に関する契約書

（一時転用の場合は原状回復の時期、方法、施行者、費用負担等を明確にしたもの）
	
	２

	抵当権者同意書
	申請農地に抵当権の設定がある場合のみ
	１
	１

	生産組合長等同意書
	鶴来地区のみ町会長の同意も必要
	１
	１

	小作地解約届
	申請農地が小作地の場合のみ
（申請書提出時には解約されていること）
	１
	

	その他参考書類
	
	１
	１


